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平成 29 年 5 月 2 日 

各   位 

                         会 社 名 住友精密工業株式会社 

                         代表者名 代表取締役社長 三木 伸一 

                         （コード番号 6355 東証第一部） 

                         問合せ先 総務人事部長 中本 圭一 

                                    （TEL:06-6482-8811） 

 

資本・業務提携契約の締結に関するお知らせ 

 

当社は、平成29年4月28日開催の当社取締役会において、平成29年3月27日及び4月27日にお知らせし

ました「株式の売出しならびにその他の関係会社及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ」

のとおり平成29年5月9日付で新日鐵住金株式会社から住友商事株式会社（以下「住友商事」といいます。）

への株式の譲渡が完了することを前提として、当社と住友商事との間で資本・業務提携契約を締結し、

資本・業務提携（以下「本提携」といいます。）を実施することを決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 

 

記 

 

１．本提携の理由 

当社は航空宇宙関連事業、熱エネルギー・環境関連事業及びICT関連事業を展開しております。また、

住友商事は全世界に展開するグローバルネットワークとさまざまな産業分野における企業・消費者との

信頼関係をベースに、総合力を生かした多角的な事業活動を展開しており、当社とは以前より、特に航

空宇宙関連事業や熱エネルギー・環境関連事業における販売代理店等として協力関係を築いてまいりま

した。 

このような背景の中、住友商事がその事業活動を通じて培ったネットワーク及びノウハウを活かすこ

とにより、当社各事業とのシナジーの強化及び現在、当社が推し進めております構造改革の促進等がよ

り一層図られると考え、本提携を実施することといたしました。 

 

２．本提携の内容等 

（１）本提携の内容 

①当社と住友商事は、それぞれ独立当事者としての公正な取引条件・契約条件に基づいて行うこ

とを前提として、以下の各分野を中心とした資本・業務提携を実施いたします。 

ⅰ）当社が検討・推進中の構造改革プラン、及び、中期経営計画の支援 

ⅱ）航空宇宙用機器、熱交機器等の販売及び販路の拡大 

②住友商事は、本提携を通じて、その経営資源を経済合理性の範囲内で当社に提供します。 

 

（２）役員等の派遣 

①住友商事は、出資比率に相応して、住友商事の指名する者を当社の取締役候補者及び監査役
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候補者として提案でき、かかる場合、当社は、当該取締役候補者及び監査役候補者の人選等

につき協議のうえで、取締役会及び株主総会に付議することになっております。 

②住友商事は、同社の従業員を、必要に応じ、協議のうえで当社に出向させることができます。 

 

（３）協議委員会の設置 

当社と住友商事は、構造改革プラン及び中期経営計画の進捗状況の確認、ならびに各事業の戦

略等に関する協議の場として、協議委員会を設置いたします。 

 

３．本提携の相手先の概要 

（１）名称 住友商事株式会社 

（２）所在地 東京都中央区晴海 1 丁目 8 番 11 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 中村 邦晴 

（４）事業内容 総合商社 

（５）資本金 219,279 百万円 

（６）設立年月日 大正 8 年 12 月 24 日 

（７）大株主及び持株比率 

（平成 28 年 9 月 30 日現在） 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行株式会社（信託口） 5.6% 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行株式会社（信託口） 4.6% 

LIBERTY PROGRAMMING JAPAN, LLC 3.7% 

JP MORGAN CHASE BANK 385632 3.4% 

住友生命保険相互会社 2.5% 

（８）上場会社と当該会社との

関係 

資本関係 同社は当社の議決権の 1.7%を所有しており、平成

29 年 5 月 9 日付で株式の譲渡が完了した場合、

27.7%を所有する予定です。 

人的関係 特記すべき事項はありません。 

取引関係 同社グループとの間で、一部製品の仕入取引、販

売取引がありますが、これらの取引はいずれも通

常の商取引に基づく条件によっております。 

同社は当社の関連当事者に該当しませんが、平成 29 年 5 月 9 日付

で株式の譲渡が完了した場合、「その他の関係会社」及び「主要株

主である筆頭株主」に該当し、関連当事者に該当する予定です。 

（９）最近３年間の連結財政状態及び連結経営成績（国際会計基準） 

（単位は特記しているものを除き、百万円） 

決算期 平成 26 年 3 月期 平成 27 年 3 月期 平成 28 年 3 月期 

純資産 

（親会社の所有者に帰属する持分） 
2,404,670 2,481,432 2,251,509 

総資産 8,668,738 9,021,370 7,817,818 

1 株当たり純資産（円） 

（1 株当たり親会社所有者帰属持分） 
1,927.37 1,988.62 1,803.95 

売上高 8,146,184 8,596,699 7,584,146 

収益 3,317,406 3,762,236 4,010,808 
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営業利益 △171,750 △84,374 113,722 

当期純利益又は純損失（△） 

（親会社の所有者に帰属する当期利

益又は損失） 

223,064 △73,170 74,546 

1 株当たり当期純利益又は純損失（△）

（円） 

（基本的 1株当たり当期利益又は損失

（△）） 

178.59 △58.64 59.73 

1 株当たり配当金（円） 47.00 50.00 50.00 

 

４．本提携の日程 

（１）取締役会決議日 平成 29 年 4 月 28 日 

（２）契約締結日 平成 29 年 5 月 9 日（予定） 

（３）本提携開始日 平成 29 年 5 月 9 日（予定） 

※本提携は平成 29 年 5 月 9 日付で株式の譲渡が完了することを前提にしております。 

 

５．今後の見通し 

本提携は当社事業の強化等に寄与すると考えられますが、業績見通しへの影響は中長期的なものと

想定しており、具体的な影響額については現時点では未定です。今後、業績予想の修正等、公表すべ

き事項が生じた場合には、速やかにお知らせいたします。 

以上 


